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研究成果の概要（和文）：技術進歩の既存の指標を拡張し、技術進歩がヒックス中立的ではなく、特定の生産要素に偏
向的な場合でも、正確に技術進歩を計測できる指標を開発した。さらに、この新たな指標は、Malmquist指数とHicks=M
oorsteen指数の幾何平均になっていることを示し、この二つの指数の違いが、技術進歩が偏向的であることに起因して
いることを明らかにした。
さらに、生産性データベースを作成して、世界の多くの国々の技術進歩を計測し、偏向的技術進歩を確認することがで
きた。また、そのデータベースの一部を用いて、単位労働コストの要因分解を行い、賃金の効果をより正確に計測する
ことができた。

研究成果の概要（英文）：I propose a new productivity index which is applicable to biased technical 
change. Since it coincides with the geometric mean of Malmquist and Hicks-Moorsteen productivity indexes, 
the difference between them, which has been long investigated by many researchers, turns to be attributed 
to biasness in technical change.
This index is applied to productivity database constructed from Penn World Table and World Bank’s energy 
statistics. Biased technical changes have been observed in many countries over the world even early 
1990’s. Utilizing the same database, I decomposed changes in unit labour cost into technical change as 
well as factor input prices. It is documented that current wage effects are largely underestimated.

研究分野： 経済統計学
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１． 研究開始当初の背景 
 
各国の経済成長率が異なる理由として、多

くの研究が技術進歩の違いを挙げている。高
度成長期の日本、IT 革命後のアメリカ、そし
て近年成長が著しい中国・インドなど、これ
らの国々の高い経済成長率の背景に、著しい
技術進歩があったことが指摘している。成長
会計や生産性分析の研究分野では、各国の経
済成長率の違いがどの要素に起因するかと
いう要因分析を行い、技術進歩がもたらす経
済成長への影響を計測する研究が積み重ね
られてきた。 

 
 技術進歩は、生産フロンティアのシフトと
して捉えることができる。フロンティアが原
点から比例的に拡大・縮小するというヒック
ス中立的技術進歩については、技術進歩の計
測方法がすでに確立している。しかし、歴史
上に観察される技術進歩は、必ずしもヒック
ス中立的とはいえない。なぜなら、ある特定
の生産要素の生産性がより大きく上昇する
ような偏向的技術進歩が存在するためであ
る。偏向的技術進歩の例として、1970 年代
の日本で生じたエネルギー偏向的技術進歩
や、1990 年代以降に先進諸国で特に顕著に
なったスキル偏向的技術進歩が挙げられる。
しかし、既存の偏向的技術進歩の研究では、
エネルギー偏向的やスキル偏向的など、特定
の偏向的技術進歩をあらかじめ想定した上
で、生産フロンティアの関数型については極
めて強い仮定をおいている。そのため、既存
研究の手法を用いても、「ある国の技術進歩
はどの程度エネルギー偏向的でどの程度ス
キル偏向的なのか」という様々な種類の偏向
的技術進歩を考慮した、包括的な計測ができ
ないという問題があった。 
 
２．研究の目的 
 
本研究では、生産フロンティアの形状につい
て先験的な仮定を極力排し、あらゆる種類の
偏向的技術進歩を考慮に入れた計測方法を
考案する。この方法により、様々な技術進歩
を包括的に捉えることが可能となる。この研
究目的を達成するために、ヒックス中立的技
術進歩の研究で用いられている２つの計測
方法（物価指数論と包絡分析法）を、偏向的
技術進歩がある場合にも応用可能できるよ
うに改良することが研究の大きな目標であ
る。その際、労働生産性をはじめとする個別
の生産要素の生産性についての研究が参考
になることが予想される。より具体的には、
本研究で明らかにすべきことは次の３つに
まとめられる。 
 
（１） 技術進歩の偏向度の計測：各生産要

素の生産性の変化率を計測する方法
の開発 

（２） 技術進歩の要因分解：（１）の結果を

集計して、経済全体の技術進歩率を
計算する方法の開発 

（３） データへの応用：（１）（２）の手法
をデータに応用し、実際に各国の技
術進歩の偏向度を計測することであ
る。（１）（２）で開発した手法を、
実際のデータに応用し、1970 年以降
の各国の技術進歩の特徴を捉える。
経済全体への貢献が高かったのはど
のタイプの偏向的技術進歩だったの
か、そしてそれは時代と国によりど
う異なるのかが、明らかになるだろ
う。 

 
 なお本研究では、なぜ偏向的技術進歩が起
きるのかというメカニズムは問わず、どのよ
うな種類の偏向的技術進歩が起きているの
かを把握するという、計測の問題に集中する。 
 
３．研究の方法 
 
ヒックス中立的技術進歩の研究では、フロン
ティア間の距離をある一定方向に、原点から
対角線方向に測ることで、技術進歩の程度を
捉える。しかし偏向的技術進歩の場合には、
どの方向を採用するかにより、フロンティア
間の距離が変わってしまう。そこで本研究で
は、フロンティア間の距離を複数の方向に計
測することで、より正確に技術進歩を計測し
た。また、ヒックス中立的技術進歩の計測方
法として代表的な２つの手法（物価指数論、
包絡分析法）をとり挙げた。なお、本研究で
用いるデータベースの構築のために Penn 
World Tableや世界銀行のWorld Development 
Indicators 等の国際データベースを用いた。 
 
４．研究成果 
 
本研究の成果は以下のようにまとめられる。 
 
（１） 生産フロンティア間の距離を複数方

向に計測した新しい生産性指数を新
たに考案した。収穫一定の場合には、
その指数は、既存の Malmquist 指数
と Hicks=Moorsteen 指数との幾何平
均になることが分かった。 

（２） （１）で考案した生産性指数を計算
する方法を、包絡分析法と物価指数
論の双方において考案した。さらに、
偏向的技術進歩に関しても応用可能
であるこれらの指数と、既存の生産
性指数とを比較することで、技術進
歩の偏向度を計測することができる
ことを明らかにした。 

（３） データベースを作成し、（２）で考案
した計算方法を応用して、実際に１
９８０年以降の世界各国の技術進歩
とその偏向度を計測した。図１から
も明らかなように、IT 技術の革新が
進んだ１９９５年以前の技術進歩は



程度は小さかったが、偏向度が大き
かったことを明らかにした。 

（４） 単位労働コストの変化は、賃金の変
化率と労働生産性成長率との差とし
て解釈される。（１）の方法を応用し、
偏向的技術進歩の場合にも応用可能
である、単位労働コストの変化に関
する、より包括的な要因分解の方法
を考案した。既存の要因分解との違
いは、賃金の貢献分をより正確に計
測できている点にある。賃金が変化
した場合、資本により労働が代替さ
れ、その結果労働生産性が変化する。
それゆえ、労働生産性の変化の一部
は賃金に帰着されると考えられる。
そのような、労働生産性の変化を通
じた効果も含め、賃金の貢献分を包
括的に計測できる特徴がある。 

（５） OECD 諸国のデータに、（４）の手法を
応用し、１９９６年から２００６年
までの期間の先進諸国の単位労働コ
ストの変化を要因分解した。一国全
体、製造業、そしてエネルギー産業
の３産業を対象として計算を行った。
既存の方法を改善しより正確に賃金
や生産性の効果を計り直した結果、
図２からも明らかなように、単位労
働コストの変化は、賃金の変化によ

り多くの部分が説明できることが分
かり、これまでの要因分解では、賃
金の貢献分が過小評価され、労働生
産性の貢献分が過大評価されている
ことが、明らかになった。とりわけ、
一国全体を対象とした場合、単位労
働コストの変化は、ほぼ賃金の貢献
分とほぼ一致することを示すことが
できた。 

 
図１：各国の技術進歩の偏向度（アフリカ・
アジア・ヨーロッパ・北米・オセアニア・南
アメリカ・世界全体） 
 

図２：単位労働コストの成長率の要因分解
（一国全体・製造業・エネルギー産業） 
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